平成２7年度　第1回大阪府スポーツ推進審議会

○日　　時　　　平成２8年３月２2日（火）１５：００～１７：００

○場　　所　　　大阪府公館
○出席状況　　　出席委員　１５名　欠席委員　１名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（事務局）　　教育監、保健体育課長、首席指導主事２名、総括主査３名、主任指導主事１名
　　　　　　　府民文化部　文化・スポーツ課　参事１名、課長補佐1名、
福祉部　自立支援課　主査１名
　　　　　　　　傍聴者　　　１名

１　開　　会

・　事務局が開会宣言
２　あいさつ

・　大阪府教育委員会を代表して教育監があいさつ
・　大阪府スポーツ推進審議会会長があいさつ

３　委員の人事について
・　事務局から新委員の選任経過を説明するとともに、所属団体における異動に伴い、平成２７年６月２６日付けで３名を、新たに任命、委嘱したことを報告

・　事務局から、本日の会議が大阪府スポーツ推進審議会運営要領に規定する定足数を充たしていることを報告

４　副会長の選出
・　事務局が、副会長を互選により選出する旨を説明し、推薦を求めたところ事務局一任との声があり、事務局より、副会長に梅垣委員を提案し、了承
５　議長選出

・　大阪府スポーツ推進審議会条例第５条第１項により、会長を議長に選出
６　議　　事
（１）報告事項
　①平成２８年度保健体育課、文化・スポーツ課（スポーツ振興グループ）関係行事予定について
　　②平成２８年度保健体育課、文化・スポーツ課（スポーツ振興グループ）関係予算について
・資料１、資料２により事務局が概要を説明
　［質疑応答等］なし　

③大阪府スポーツ推進計画の進捗状況について

・資料３により、事務局が概要を説明
［質疑応答等］　□・・議長　△・・委員　◆・・事務局
□　文部科学省の調査から「小学校５年生の児童を対象とした週３日以上の運動の実施率」の項目は、今後も削除されるのか。
　　　◆　文科省の調査項目は新年度にならないとわからない。削除された項目が、数年後再度取り上げられる

　　　　　場合がある。

　　
（２）協議事項
①　平成２８年度体育関係団体に関する補助金（案）について
・資料４により、事務局が説明
　［協議内容の概要］　□・・議長　△・・委員　◆・・事務局

△　競技力向上対策事業費の内訳はどうなっているのか。

◆　大阪体育協会に2022万８千円の補助をしているが、各事業に対する補助と競技団体に対する補助

がある。
△　強化合宿時の消耗品や指導費などは入るのか。
◆　競技団体によって活用内容は異なるが、基本的には競技力向上に活用している。
△　国体本大会に出場するまでの各競技団体の強化費は、大阪体育協会が、各種目の状況に応じて配分す

るのか。大阪府からの補助があるのか。
◆　競技力向上対策事業費は、大阪府から大阪体育協会を通じて、強化費として各競技団体へ補助してい
る。競技団体には40の国体競技団体とそれ以外の一般競技団体があり、両方へ補助をしている。国
体での派遣費と近畿ブロック大会の宿泊費は、国民体育大会派遣費で別途支給。
□　強化合宿にかかる費用の1部を大阪体育協会を通じて補助している。開催府県での国体開催前は競技
力向上のために強化費も相応分つくが、終われば競技力向上のためになかなかつかない。
　　大阪府の場合、例えば３．４年連続で天皇杯、皇后杯を獲得した競技団体であっても、強化費が上乗
せされることはなく、競技団体の自助努力で行っている。「2020オリンピック、パラリンピック」

の為の国の強化費を使わせて欲しい。
△　スポーツ少年団の全国大会出場にかかる費用については、家庭への負担が大きい。阪南市は、スポー
ツ奨励金制度を活用し補助している。
（３）その他

①「平成２７年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査」結果概要について

　・資料５により、事務局が説明

［質疑応答等］　□・・議長　△・・委員　◆・・事務局

△　結果については、小学校の時期、中学校の時期と、ピンポイントに見るだけでなく、継続的に見て
いく事が大切。大阪府では、小・中学校ともに、「体育が楽しい」と思う割合が少なくなっている。小

学校から中学校に行くほど全国的にも少なくなっている。このままでいくとスポーツから離れていく
子どもが増えていくのではないかという危惧を感じる。中学校の学校質問紙調査では、保健体育の授
業で特に重視していることについて、「規律を守ること」への回答割合が２番目に高かった。運動を忌
避することにつながっているのではないか。「規律を守ること」への回答割合の高さが、回答割合が低

い項目と、どのような因果関係があるのかを分析して、体力を向上させる部分と運動が好きで継続的

に取り組む部分をバランスよくどのように取り組むのか、ということをアクションプラン等で示すこ
とが重要と考える。
　　　△　教育という枠組みでいえば学び続ける力が大切であるが、スポーツも同様である。スポーツ庁でも従来の組織を統合し横との連携をしながら継続的な取組みをすることが大切であると考える。　

②平成28年度子どもの体力づくりサポート事業について

　・資料６により、事務局が説明

［質疑応答等］　□・・議長　△・・委員　◆・・事務局

△　小学校の体育指導の在り方について、以前は競技スポーツを行っていたので、面白くないという子ど

もが多くいた。体育の授業を工夫してスポーツを楽しませることが重要である。小学校の「教科体育」

は教科書はないので、文科省のホームページ等に掲載されている体育授業の教材をダウンロードする
のが一つの方法だが、多忙な教師のことを思えば教材づくりは、やはり紙媒体の冊子があれば活用し
やすい。運動を継続するという観点から言えば幼少期からの体育は必要であるが、幼少期の体育を指
導する人が少ないので、指導者のバックアップが必要である。
△　小学校の体力の向上は、トレーニング的な内容が中心となるが、45分の授業の冒頭１分だけでも、
楽しく取り組めるものを導入すれば、体力は上がる。
△　小学校の先生方と一緒にダンス体操をつくる機会をいただき、児童の体力向上のために、運動が苦手
な児童でも、コミュニケーションをとりながら、楽しく取り組める内容を一緒に考えた。先生方が楽
しく踊っている姿を見たら、小学生も自ずと楽しく体を動かすことができる。先生方が、ダンス体操
の目的や意義を受け入れることが大切である。現場の先生と一緒に普及していきたい。
△　今のお話を聞いてダンス体操に興味を持った。小学校だけでなく地域でも活用し広めて行けたらと思
う。子どもから大人までダンスを活用した大阪府全体の取組みになるのではないか。
△　本校（小学校）の体育館では、月2回、木曜日の16時から17時半まで、地域の指導者と小学校低
学年と幼稚園児で体育の活動を行っている。多いときは20名程度の出席がある。そこで高校生のダ
ンス体操を見せて実際に踊らせたい。運動は、様々な形態や場所で提供するのが大切である。小学校
は地域に密着しているので、運動を行う拠点としては望ましい。
③平成27年度全国高等学校総合体育大会について

　・資料７により、事務局が説明

［質疑応答等］　□・・議長　△・・委員　◆・・事務局
△　今年の総体では大阪府の高校生が陸上、バレーで高いパフォーマンスを見せたが、競技以上に補助員の活躍が大きく、大会を支えた。全国の先生方からお褒めのお言葉をいただいた。
　　
　④「2020東京オリンピック・パラリンピック」開催に向けて

　　　・資料８により、事務局が説明

［質疑応答等］なし　　
　　⑤「２０１９ラグビーワールドカップ」開催に向けて

　　　・資料９により、事務局が説明

［質疑応答等］　□・・議長　△・・委員　◆・・事務局

　　  △　 市町村会あげてバックアップしている。
　
　　④大阪府の障がい者スポーツについて
　　　・資料１０により、事務局が説明

[質疑応答等］　□・・議長　△・・委員　◆・・事務局

　　　□　大阪府障がい者スポーツ大会の参加目標は1000名ということなので、よろしくお願いしたい。

　　　□　全体を通して、意見等を伺う。
　　　△　大阪府のスポーツ推進計画には、スポーツ王国の創造という大きな目標があるが、目標達成の指標についてはいかがなものか。目標指標の１つに「成人の週１回以上のスポーツ実施率」あるが、府の生涯スポーツの推進を図る指標としては、少し厳しいのではないか。生涯スポーツをどのように推進していくかについて、しっかり考えていただきたい。
スポーツに対する関心を高めスポーツ施策を推進する上で、今後大きな要素になるのは、「2020東京オリンピック・パラリンピック」や世界大会等で大阪府民が参加・活躍することである。マスメディアに取り上げてもらうトップアスリートの育成を大阪府が推奨することが大事である。
しかし、府民文化部の予算を見ても、トップアスリートを養成できる額ではない。トップアスリート１人を年間補助しようと思えば、2千万円くらいかかると言われている。年間千万円代の予算でスポーツ振興は難しいので、民の力を活用すべきである。公民連携で大阪府が前面に出て、様々な企業から予算を提供してもらう制度を構築していただきたい。本社が東京にあるような大企業と連携すれば、あらゆる競技にまとまった基金を提供してもらったり、種目に特化して補助をしてもらうこともできる。公民連携は、マスメディアの報道により企業の宣伝効果にもなるため、企業の満足度が高い。企業の意図をとらえた募金のしかたを練っていただきたい。
　　　□　大阪体育協会もまさに企業にバックアップしてもらっている。
　　　△　任意団体が寄付を募るのとは違い、大阪府が前面に出ると企業も信頼しお金を出しやすい。
　　　△　大阪府スポーツ推進計画は、平成２9年度から新たなものを出す予定か。
　　　◆　国から新たなスポーツ基本計画が出されてから、その内容を参酌し、大阪府スポーツ推進計画を出す

予定である。「2020東京オリンピック・パラリンピック」への取組みについては特化した部分とし
てアクションプランに取り組む予定である。

　　　△　ショートトラックの場合、チームの一貫指導として幼稚園児から社会人まで選手がいる。実業団の撤

退に伴い、選手が個人でスポンサーを探している。今後、競技力の向上が期待できる選手について、

個人的に経済面の負担が大きいので、ジュニアの選手のサポートをしていただければと思う。
　　　△　バトンは国体種目になっていないが、先ほどの話のダンスの取組みのように、体力向上のために、バトンを活用できないかと考える。スポーツ振興のために具体的な取組みを１つでもできたらいいと思っている。
　　　△　成人の健康管理を担当している。今日の話の中に一週間の総運動時間が60分未満の子どもの割合が
高いという話があった。体育の授業以外に体を動かす機会のない子どもには、学校を開放して体を動
かす機会をつくることが必要と考える。成人の健康管理のために運動の機会を提供するのと同じであ

る。
６　その他
・特になし
７　閉会

・　事務局が閉会宣言を行う
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